
お知らせ 
令和２年１１⽉９⽇ 

（⼀社）建設コンサルタンツ協会 

⼀般社団法⼈ 建設コンサルタンツ協会 会⻑ ⾼野登は、⼀般社団法⼈ 全国測量設計業
協会連合会、⼀般社団法⼈ 全国地質調査業協会連合会の 3 団体共同で、11 ⽉ 9 ⽇に政府・
与党に対して「「防災・減災、国⼟強靱化のための３か年緊急対策」の拡充・⼤幅延⻑及び
特別枠の設定とコロナ禍で冷え切った⽇本経済再⽣のための公共事業についての緊急要望」
を提出しました。

提出先は下記のとおりです。
⼩此⽊⼋郎 国⼟強靱化担当⼤⾂
⼆階俊博 ⾃⺠党幹事⻑、林幹雄幹事⻑代理、佐藤信秋参議院議員、⾜⽴敏之参議院議員
佐藤勉 ⾃⺠党総務会⻑
下村博⽂ ⾃⺠党政調会⻑
世耕弘成 ⾃⺠党参議院幹事⻑
⽯井啓⼀ 公明党幹事⻑

⼩此⽊⼋郎 国⼟強靱化担当⼤⾂



 
⼆階俊博 ⾃⺠党幹事⻑、林幹雄幹事⻑代理、佐藤信秋参議院議員、⾜⽴敏之参議院議員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⼆階俊博 ⾃⺠党幹事⻑、林幹雄幹事⻑代理、佐藤信秋参議院議員、⾜⽴敏之参議院議員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



下村博⽂ ⾃⺠党政調会⻑、佐藤信秋参議院議員、⾜⽴敏之参議院議員

世耕弘成 参院幹事⻑、佐藤信秋参議院議員、⾜⽴敏之参議院議員 



⽯井啓⼀ 公明党幹事⻑



            令和 2年 11月吉日        

       

   

       

 

 

                

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の 

拡充・大幅延長及び特別枠の設定 と 

コロナ禍で冷え切った日本経済再生のための公共事業 

についての 緊 急 要 望  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
一般社団法人   建設コンサルタンツ協会  会長 高  野   登 

一般社団法人   全国測量設計業協会連合会 会長 方 波 見  正 

一般社団法人   全国地質調査業協会連合会 会長 成  田   賢 

 

  



 

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の 

  拡充・大幅延長及び特別枠の設定 と 

コロナ禍で冷え切った日本経済再生のための公共事業 

についての 緊 急 要 望  
 

 気候変動等により激甚化する自然災害や社会インフラの老朽化は、コロナ禍においても

待ったなしで襲いかかってきます。今年もまた各地で甚大な災害が発生し多くの国民が犠

牲となっています。このような悲劇を繰り返さないためにも、国土強靱化は中長期的視点

にたって迅速かつ着実に推進しなければなりません。 

 

 また、日本経済は、コロナ禍により完全に冷え切っています。今年度第 1四半期の GDP 

は年率換算で 28％減とのこと。民間投資が大きく落ち込んだ今、国内需要を喚起し雇用

を確保するためには、国土や経済の基盤を支える公共投資が最も効果的で、国土強靭化対

策は日本経済全体を再生する効果も期待できます。 

そのためにも、「防災・減災、国土強靱化」の観点から必要な事業への大規模な投資が

今こそ必要です。 

 

 そのため、下記の事項を緊急に強く要望いたします。私達は、新型コロナ感染防止対策

の徹底を図りつつ、公共事業を強力且つ円滑に推進するために必要な測量、地質調査、設

計業務等の推進に全力で取り組んで参ります。 

 

記 

  

１、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」のメニューの拡充・大幅延長

及び特別枠の設定 
  社会インフラの老朽化対策や耐震化対策、強靱で信頼性の高い道路ネットワークの強化及びイ

ンフラ基盤情報の整備等メニューの充実を図ると共に、中長期的な視点から必要な対策ができ

るよう 5か年以上の大幅延長あるいは新たな対策を策定することが必要です。またこれらにつ

いては特別枠の設定が必要です。 

 

２、令和２年度補正予算による公共事業の大規模な追加 

 

３、令和３年度当初予算における対前年大幅増による公共事業費の計上 

 

 ４、 調査・設計ストックの大幅増 
   公共事業の迅速な実施は現段階における喫緊の課題であり、そのために必要な測量、地質調

査その他調査及び設計等の調査・設計ストックを大幅に準備しておくことが必要です。 

  

５、デジタル化の推進等、安全で活力ある社会を支える産業としての魅力向上 
   測量・地質・設計コンサルタント業界においてもテレワーク環境整備等デジタル化の推進によ

る生産性の向上、技術者単価の引上げ、納期の平準化、技術力による選定等の品質確保対策や働

き方改革等を推進することは、建設関連業の産業としての魅力が向上するとともに、その担い手

を確保し、適正な利潤による経営の安定が図られることから、安全で活力ある社会を支えつづけ

るために必要不可欠です。   

   以上 
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